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パリ協定から COP26 まで
先進国のみが削減義務を負う “ 京都議定書 ” から世界全

体で気候変動問題に対応する “ パリ協定 ” に合意したのが
2015 年。京都議定書を批准しなかった米国、世界最大の
排出国となった中国などを削減行動に参加させるために
とられたのが、日本が提唱したボトムアップ型の緩やか
なアプローチ。削減は “ 国別貢献（NDC）” に名前を変え、
その登録が義務となり、“ グローバル・ストックテイク ”
と称する 5 年毎の世界全体での進捗状況把握を踏まえて
各国は自主的に新しい NDC を登録する仕組みとなった。

こうした緩やかな仕組みを通じて目指すのが世界の平均気
温の上昇幅を “2℃を十分下回る（well below）” レベルに抑え、
更に “1.5℃ ” に向けて努力することであり、途上国の削減努
力を先進国が資金と技術の両面から支援することとされた。

しかし本紙第 400 号に記載したように、エネルギー起
源 CO2 を中心に世界の温室効果ガスの排出量は 2015 年
以降も拡大基調にあり、目標の実現は 2020 年の協定実施
スタート時点でほぼ不可能と見られていた。

このため、欧州を中心に 2015 年の協定成立時に各国が
登録した 2030 年目標を直ちに見直すべきとの意見が高ま
り、気候変動対応に積極的な米国バイデン政権の誕生も後
押しして、多くの国が COP26 前に 2030 年の削減目標を
更新した。基準年は異なるが、欧州の▲ 55%、米国の▲
50 ～ 52％、日本の▲ 46%などである。一方、中国やイン
ドは 2030 年目標を変更しなかったことから、COP26 直
前に公表された国連 NDC 統合報告書などでは、これらの
改訂された目標を積み上げても依然として well below 2℃
目標に到達しないと評価された。
COP26 とグラスゴー合意

1.5℃目標が主役に躍り出た本年 11 月の英国グラスゴー
での COP26 の主要な成果は、以下の通りである。
・現在の各国の目標では不足する削減量を補うための野心

の引き上げメカニズムのスタート
・対策の講じられていない石炭火力発電の逓減及び非効率な

化石燃料補助金からのフェーズアウトを含む努力の加速
・排出削減量を取引する市場メカニズムについて合意し、

パリ協定のルールブックが完成
・温室効果ガスの削減目標を 2025 年に 2035 年目標、

2030 年に 2040 年目標とすることを奨励 など
このうち石炭火力発電の取り扱いについては、合意の最

終段階で、インドのなどの主張を踏まえ、廃止から逓減に
トーンダウンされたものである。

また、42 カ国が賛同する電力など 5 分野のクリーン技
術の開発・展開を加速する “ グラスゴー・ブレークスルー
(GB)”、47 カ国が賛同する ” 世界の石炭からクリーン電力
への移行に関する宣言 ”、24 カ国が賛同する “100％ゼロ
エミ車化宣言 ” など複数のイニシアチブも合意された。日
本はこのうち GB の 4 分野のみに参加を表明している。

1.5℃目標が主役となり、環境系 NGO や金融などの外圧
によって、目標実現可能レベルまで各国に削減目標の深堀
りを求めるという今回の COP から見えるのは、パリ協定
の京都議定書化である。
グラスゴー後は？

日本の削減目標も達成困難だが、グラスゴーで主役を
担った米国バイデン政権は目標達成のための巨額の歳出法
案が上院で頓挫しかねない状況となっており、スタート時
点で赤信号が点灯しようとしている。来年の中間選挙で上
下院のどちらかが共和党優位となれば更に状況は悪化する。

他方、大排出国である中印は、当面 2030 年目標とそれぞ
れ 2060 年、2070 年としたカーボンニュートラルの達成時
期を見直すことはないだろう。理由は、実現可能性と責任
論である。主要途上国の主張は、先進国が 2050 年カーボン
ニュートラルの実現を目指したいなら、自らは 2050 年より
早くニュートラルを達成し、途上国の排出枠を確保せよとい
うものだ。気候変動を巡る新たな南北対立が強く懸念される。

更に、実物経済の動向を踏まえると、早ければ 2025 年、
遅くとも 2030 年の目標改訂時にはオーバーシュート、つ
まり 2050 年以降の大幅なマイナス排出量を認めない限り、
1.5℃目標の実現が不可能であることが明らかになるだろう。
この時点で、新たな目標をどう設定し、どう国際連携をとる
か、削減と適応のバランスをどうするかなどそれまでに検討
しておくべき課題は多いが、残された時間はあまりに少ない。

パリ協定と COP26
東京大学公共政策大学院　客員教授
大成建設（株） 　常務執行役員

本部 和彦

1) 国連気候変動枠組条約第 26 回締約国会議（COP26）の概要　外務省 など 
https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100261264.pdf

2) 国連 NDC 統合報告書（2021） 
https://unfccc.int/sites/default/files/resource/cma2021_08E.pdf

図： NDC に基づく排出量と IPCC 1.5℃特別報告書における
3 つの温度目標の求める排出量との比較

（出典）NDC 統合報告書（2021）
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1. はじめに
「次世代自動車向け高効率モーター用磁性材料技術開

発」は、2012 年度に「未来開拓技術実現プロジェクト」
の一環として、経済産業省からの委託事業として 10 年間
の計画で開始された。高効率モーター用磁性材料技術研究
組合 (MagHEM) が本事業の実施母体として 2012 年 9 月
25 日に設立され、2014 年度からは事業が新エネルギー・
産業技術開発機構 (NEDO) に移管されたため、以後 NEDO
委託事業として実施しており、2022 年 2 月 28 日を以っ
て終了となる。本プロジェクトは、レアアースに依存しな
い革新的な高性能磁石の開発、さらにはモーターを駆動す
るための電気エネルギーの損失を少なくする軟磁性材料の
開発を行うと共に、新規磁石、新規軟磁性材料の性能を最
大限に生かして、更なる高効率を達成できるモーター設計
技術の開発を行うことで、次世代自動車や家電、産業機械
の心臓部であるモーターの省エネ化・競争力を確保し、我
が国産業全体の活性化に寄与することを目的としている。

電動自動車の駆動用主機モーターに使用されるネオジ
ム磁石は、モーター稼働時の温度上昇により、磁石特性が
常温時に比べて低下するという課題がある。この課題を解
決するため、ジスプロシム等の重希土類を少量添加すると
いう手法が用いられているが、重希土類の生産が特定国に
限定されているため、2010 年代に入って資源制約の問題
が顕在化した。2012 ～ 2016 年度のプロジェクト第 1 期
では、主として重希土類を使わないネオジム磁石の高性能
化と、モーター鉄心用の高性能軟磁性材料開発、について
重点的に開発を行い、目標をほぼ達成した。2017 ～ 2021
年度のプロジェクト第 2 期では、ネオジムの資源制約を
考慮した新規高性能磁石開発に特化して取り組むことと
し、軟磁性材料やモーター評価技術・設計技術開発の成果
と合わせて、従来モーター比でエネルギー損失の 40%低
減と 40%の小型化の実現を目指すこととなった。磁石特
性の向上は、モーター特性の向上に直結するとは限らない。
このため、材料特性を活かしたモーター設計技術の開発に
取り組むとともに、設計に必要な種々の材料特性の評価技
術を開発することにより、精度の高いシミュレーション技
術を開発し、設計精度の飛躍的な向上を目指している。

2. 第２期の研究開発成果
2-1 新規高性能磁石開発
ネオジム焼結磁石を超える新磁石の開発
ナノ複相組織制御磁石の研究開発 ( 東富士分室 )

長期的な需給動向を見据えると、主要材料である Nd 使
用量の削減が重要である。Nd を豊富で安価な La･Ce に代
替することで、供給不安解消やコスト低減の効果が期待さ
れるが、単純に混合合金にするだけでは、必要な耐熱性・
磁力ともに改善が見込まれない。必要な性能を維持しなが
ら活用するための工夫が必要であり、磁石を構成する粒の
微細化、結晶粒の表面に特性が高い殻を持つ二層構造化 ( コ
アシェル構造 )、La と Ce の特定の配合比、の 3 つの技術
開発により、Nd を一部 La・Ce に置き換えても、Dy 入り
の従来磁石に対して性能向上させることができ、省 Nd と
耐熱化の両立に成功した 1)。新開発の省 Nd 磁石は、Nd 量
を制御することにより性能制御が可能であり、用途に応じ
て 20 ～ 50%の Nd 削減が可能である。また、機械学習手
法やベイズ推定を用い、新たな元素置換による高温におけ
る高い磁化の発現に成功し、目標である 50MGOe@180℃
に向けた超 Nd 磁石の開発も進めている。並行して、磁石
メーカー大同特殊鋼と共同実施を開始し、モーターへ実
装可能な 100 個レベルの中量磁石の試作技術を確立した。
開発磁石の、MagHEM 内他分室への提供を通じ、試作磁
石を実装したモーターの実証評価を開始している。

ネオジム焼結磁石を超える新磁石の開発
FeNi 超格子磁石材料の研究開発 ( 日進分室 )

FeNi 超格子は Fe の層と Ni の層が規則正しく積層した
結晶構造（L10 型規則合金）であり、材料特性から、目
標である「180℃でネオジム磁石の 2 倍の最大エネルギー
積 50MGOe」を達成可能と考えられる。しかしながら、
FeNi 超格子は自然界では鉄隕石中に微量存在するのみで、
工業的な合成法が確立されていない。MagHEM では、世
界で初めて新規な規則合金合成法である「窒化・脱窒素
法」の開発に成功した。窒化脱窒素法とは、出発物質であ
る FeNi ランダム合金をアンモニアガスで窒化することで
規則化した前駆体である窒化物を合成し、この窒化物に水
素ガスを反応させ、Fe と Ni の規則構造を維持した状態か
ら窒素を脱離原子レベルで、Fe と Ni の規則配列を確認す
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(1)特許調査・技術動向調査・特許戦略策定
(一財)金属系材料研究開発センター(ＪＲＣＭ)
場所： 東京 ＪＲＣＭ

高効率モーター用磁性材料技術研究組合

プロジェクトリーダー
産総研 磁性粉末冶金研究センター長 尾崎 公洋

磁性材料研究開発センター

(国研)産業技術総合研究所
場所： 中部センター

(一財)金属系材料研究開発センター
場所：霞が関分室

共同実施先

新規高性能磁石の開発

基盤技術の開発

ＮＥＤＯ

委託

モーターアドバイザー
(自動車・モーターメーカー)

静岡理工科大学、東北大学、東北大学（多元研）、
同志社大学、筑波大学、大阪府立大学、名古屋
工業大学、九州工業大学、長岡技術科学大学、
岡山大学、高エネルギー加速器研究機構、
愛知製鋼(株)、東英工業(株)、大同特殊鋼(株)、
日亜化学工業((株))

ダイキン工業(株)
場所：大阪分室

三菱電機(株)
場所：尼崎分室

トヨタ自動車(株)
場所：東富士分室

(株)デンソー
場所：日進分室

①最適構造・最適組織の探索・開発
②ナノ組織制御技術開発
③粒子合成プロセス開発

①磁石製造のための要素技術開発 ④実装評価技術開発
②磁気特性評価技術開発 ⑤特許・技術動向調査
③先端解析技術開発

愛知製鋼(株)、
トーキン(株)、
ＪＦＥスチール(株)

技術開発協力先連携

ESICMM
（元素戦略磁性材料研究拠点）

(株)明電舎
場所：甲府分室

 MagHEM の研究開発体制

省 Nd 磁石の組織模式図 )1

1) NEDO ニュースリリース https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_100921.html
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ることで FeNi 規則合金を得る手法である。本手法を用い
ることで、高い規則度を持った FeNi 超格子が粉末状で得
られる。得られた磁粉を用いてボンド磁石成形技術開発を
行い、FeNi 超格子がボンド磁石として機能することを確
認するとともに、小型モーターを試作し、200℃まで特性
が維持できることを確認した。保磁力の向上と量産化のた
めのスケールアップ技術開発を継続している。

2-2 共通基盤技術の開発
特許調査・技術動向調査・特許戦略策定支援 ( 霞が関分室 )

磁石材料を中心とした最新の特許調査・技術動向調査
を実施した。2016 年以降に公開された国内、中国、米国、
欧州の磁石材料の特許、国内並びに中国の永久磁石モー
ターの特許調査を行った。さらに、2015 年以降に公開さ
れた国内外の磁石材料と軟磁性材料に関する論文調査結
果に基づき技術動向分析を行った。国内学会、国際会議
(MMM、WMM、ICEMS、CREPMIMAS) な ど に 参 加 し て
関連分野の発表動向・技術動向を調査し、その情報を共有
化した。本プロジェクトのバックグラウンド情報として、
希土類原料供給動向、高性能磁石市場動向についての情報
収集を行い、関係者に提供している。
共通基盤技術の開発
評価・シミュレーション技術の開発 ( 磁性材料研究開発
センター )

磁性材料の製造プロセスの高度化に寄与することを目
的として、粒子法による粉末成形・粉砕に関するプロセス
シミュレーション技術を統合的に開発し、圧粉整形への磁
場配向の効果、ジェットミルによる砕粉過程、粉末充填プ
ロセスなどを解析した。また、磁性材料の配向度分布を可
視化する技術を開発した。さらに、計算手法を取り入れた
高速・高精度に高保磁力磁石を測定できる技術の確立と国
際標準化に向けた取り組みを行っている。日進分室と共同
で、低酸素下で微小粒子を作製できる物理的手法を用い
て、Nd-Fe 系ナノ粒子合成および非希土類系磁性材料（Fe-
Ni）のナノ粒子合成を行なっている。
モーター実装環境下の磁性材料評価・解析技術の開発

（大阪分室）
モーターに組み込まれた永久磁石は、運転時の経験磁界

の影響により、製造時よりも特性が低下する減磁を起こす
ことが知られているが、この減磁分布を三次元的に評価す
る手法を開発し、磁石整形時の金型接触面磁石の減磁率が
大きいことを見出し、設計要因として考慮すべきことを明
らかにした。また、モータ鉄心の鉄損評価技術として、H
コイルとサーチコイルを用いた局所的な BH 曲線の測定手
法を開発し、BH 曲線の測定ポイントを増やし、測定分解
能を高めた。その結果インバータ励磁による損失増大を見
出し、インバータ制御の改善により損失を低減できること
を示した。さらに、駆動用モーターの高頻度負荷点におけ
るモーター損失（鉄損・銅損）を正確に測定するため、誤

差要因となっている軸受摩擦損失を低減できる、非接触の
磁気軸受を搭載した超高精度モーター損失分析評価装置を
開発し、軸受摩擦損失を定格出力の 0.1%以下に低減した。

PM モーターについて、高磁力磁石に適した鉄損低減が
可能な 2 層磁石構造を採用し、出力密度向上のため、外径
を 80%にし、高速化したモデルにて、パワー密度 40%以上
向上、モータ損失 40%以上削減を解析にて実現した。また、
このモータを試作し、実測した結果、市街地走行評価点に
おいて、45%の損失削減を達成した。さらに東富士分室開
発の磁石を採用した試作機の評価を実施しており、市街地
走行評価点で、損失約 40%低減目標を達成し、更に保磁力
を改善した東富士分室開発の磁石による試作評価を行って
いる。また、ステータに配置した磁石の磁束を、運転モー
ドに応じた最適なモーター定数で運転することができるハ
イブリッド界磁フラックススイッチングモータ―を開発し
ており、広範囲での高効率化が実現できる。解析において
は、モーター損失最大 60%削減が可能であり、解析精度等
を考慮して、実際のモーターでは、40%削減を目指している。

モーター実装環境下の磁性材料評価・解析技術の開発
（尼崎分室）

モーター内では磁性材料に応力がかかり、損失が増加
するため、磁性材料がモーター実装時に受ける応力を考慮
した材料特性評価技術を開発している。リアルタイム磁区
観察システムを用いて、減磁領域の特定技術の基礎検討お
よび減磁領域のリアルタイムな磁区観測を実施し、減磁耐
力向上に必要な要因を明らかにした。

モータ状態を想定した高温、応力環境下における磁気
特性への影響を定量化するため、軟磁性材料（ナノ結晶
バルク）の応力と温度に関する鉄損への影響を実測（応
力範囲 10MPa，温度 20-80 度））し、温度上昇とともに、
ヒステリシス損失はやや低下すること、応力印加ととも
に、ヒステリシス損は増加し、低磁束密度ほど増加量が
多いことを見出した。
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モーター実装環境下の磁性材料評価・解析技術の開発
（甲府分室）

モーター損失分離評価装置を開発し，各種モーター模
擬供試体の損失を測定し、機械損から風損の抽出とステー
タコアの鉄損の分離を行った。また回転数一定状態で、装
置の供試体上部に設置した真空ポンプにて、供試体周囲を
減圧した状態で機械損を測定し、「空気との摩擦損失であ
る風損」と「摺動部品との摩擦損失」に分離した。

高トルクかつ高出力範囲を高効率で駆動できるモー
ターとして可変磁束モーターに着目し、その中でもロータ
に界磁巻線を備えることで界磁磁束を能動的に可変でき、
リラクタンストルクを有効に活用できる。逆突極性を有す
るハイブリッド界磁モーター（以下、HEM）を提案した。
HEM は低トルク領域、低速高トルク領域、 定出力領域の
幅広い運転範囲において高効率特性を有し、特に，高速・
低トルク域での鉄損低減効果が高く、同領域で損失目標を
達成可能なことを示した。
磁石開発とモーター技術開発の連携

MagHEM においては、材料技術を開発する分室とモー
ター技術を開発する分室が定期的に情報交換を行い、それ
ぞれの成果を可能な限り相互にフィードバックすること
により、迅速な開発スパイラルを実現してきた。すでに、
開発磁石をモーター側に提供することにより、試作実証も
行っている。こうした密接な連携により、開発課題の発掘
が早期に進められ、磁石特性の向上を速やかにモーター設
計に反映させることが可能になった。
社会実装を目指して

MagHEM の開発成果はまだ実際の市場化には至ってい
ないが、学会発表・成果報告会や種々の展示会における
PR 活動の結果、関連企業からサンプル提供の要望など、
関心が寄せられており、組合員企業だけでなく、幅広い
分野における実用化につながるものと想定している。特

に 2050 年のカーボンニュートラルのため、モビリティを
中心に種々の分野での電動化の動きが活発になってきて
おり、キーコンポ―ネントであるモーター技術の高性能化
に大きく貢献できると期待される。磁石の場合、基礎研
究から研究開発を通じた材料開発の成果の最大化に向け、
MagHEM の強みである、モーターに適した材料、材料を
活かしたモーターの設計技術を開発し、知財化を行ってい
る。新規磁石の材料設計技術を磁石メーカーに技術提供す
ることで、磁石材料の工業的な供給体制の構築を目指して
いる。こうした活動により、使える磁石としての社会実装
を目指して、展示会などで非自動車も含めた用途開発にも
注力している。このような多様な用途開発を通じた技術の
市場への先行投入により、使用実績の積み上げをはかり、
最終的にプロジェクトの出発点である、新規磁性材料を実
装した新設計モーターの実車への車載実現を目指してい
る。こうした社会実装に向けた活動を、プロジェクト参加
メンバーが連携し、一体となって開発推進している。これ
までに、ナノテク展ほかでの技術訴求により、各種磁石
ユーザーとのディスカッションを通じて、社会実装に向け
た大きな手ごたえを得ている。
期待されるアウトカム

開発成果の直接的な市場創出効果および省レアアー
ス化による経済効果を試算すると、第一期分と合わせて
2030 年において約 1290 億円の市場創出効果が見込まれ
る。また、新規磁石の開発には、特殊な製造技術や製造装
置を用いていないため、従来磁石と同程度の価格で市場に
供給できる見込みであり、モーター事業としての採算性は
十分に高いものと考えている。

成果普及による直接的な CO2 排出量削減としては、次
世代自動車用高性能モーターは，エアコンなどの家電製
品，ならびに産業用ロボットなどの産業機器に波及拡大す
るため、国内電力消費量の約半分を占めるモーター全体の

効率を上げることができる。ジスプロシ
ウムフリー磁石を用いた高効率モーター
へのシフトを考慮した場合、第一期分と
合わせて 2030 年に年間約 890 万トン
の CO2 排出量削減が見込まれる。政府
が掲げる、2050 年に CO2（二酸化炭素）
など温室効果ガスの実質排出ゼロをめざ
す「2050 年カーボンニュートラル」の
実現に向けたスタートアップに貢献でき
る。磁石の省レアアース化により、資源
制約リスク回避だけではなく、使用量を
削減することにより、地球規模において、
鉱山における採掘過程も含めたライフサ
イクル CO2 コストの削減や、環境負荷
の低減に資することも期待される。

本プロジェクトの成果の詳細について
は、NEDO ホームページにおいて成果報
告書として公開される予定である。磁石開発とモーター技術開発の連携


